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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　利用者の背中を受ける背ボトムと、前記利用者の膝部分を受ける膝ボトムと、前記背ボ
トムと前記膝ボトムとが起倒自在に配される可動フレームと、前記背ボトム及び前記膝ボ
トムを個別に起倒させる背ボトム用アクチュエータ及び膝ボトム用アクチュエータと、前
記可動フレームを水平状態から傾かせて、前記可動フレームの背ボトム側と前記可動フレ
ームの膝ボトム側とに高低差を生じさせる背側昇降用アクチュエータ及び膝側昇降用アク
チュエータと、前記背ボトム用アクチュエータ、前記膝ボトム用アクチュエータ、前記背
側昇降用アクチュエータ及び前記膝側昇降用アクチュエータを制御する制御回路と、前記
制御回路に指示を行う操作機とを備え、
　前記制御回路は、前記背ボトム用アクチュエータを駆動して前記背ボトムを起こして背
上げを行うにあたり、前記膝ボトムを起こす連動動作を行うように前記膝ボトム用アクチ
ュエータを作動させ、前記可動フレームの背ボトム側が前記可動フレームの膝ボトム側よ
りも高くなる傾きを前記可動フレームが持つように前記背側昇降用アクチュエータ及び前
記膝側昇降用アクチュエータの少なくとも一方を作動させることで、前記可動フレームの
傾きを変える連動動作を行い、この状態で、起こされた前記膝ボトムによって背上げに伴
う身体の下方側へのずれが防止され、その後、前記背ボトム用アクチュエータを駆動して
前記背ボトムを更に起こして背上げを行う際には、身体に圧迫感を与えてしまうことがな
いよう、前記膝ボトムを倒す連動動作を行うように前記膝ボトム用アクチュエータを作動
させる制御を行うものであり、
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　前記操作機は、前記背上げを行うにあたり、前記背ボトムを起こす動作と、前記膝ボト
ムを起倒させる動作及び前記可動フレームの傾きを変える動作と、の前記連動動作をキャ
ンセルする指示を入力できるように構成されていることを特徴とする仰臥台。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、背ボトムと膝ボトムとを夫々上下させることができる仰臥台に関するもので
ある。
【背景技術】
【０００２】
　ギャッチベッドと称される仰臥台は、背ボトムを起こすことで利用者の背上げを可能と
し、膝ボトムを起こすことで利用者の膝上げを可能としているが、背ボトムを起こした時
、利用者の身体が脚側にずれてしまう。このようなずれは、利用者の腰椎や下腹部を圧迫
することになる。
【０００３】
　このために、特許文献１には背上げを行う時には同時に膝上げも行うことで、つまりは
図４に示すように、膝ボトム３３を少しあげた状態で背ボトム３１を起こし、その後、膝
ボトム３３を下げることで背上げを行って、利用者の身体にずれが生じないようにするこ
とが提案されている。
【０００４】
　しかしながら、膝ボトムを起こした時点で身体が頭側にずれ、背ボトムを起こすことで
身体が逆方向にずれてしまうものであり、腰椎や下腹部の圧迫感を取り除くには不十分で
ある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００４－０００５５７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は上記問題に鑑みてなされたもので、背上げに伴う身体のずれがなくて身体に圧
迫感を与えてしまうことがない仰臥台を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明にかかる仰臥台は、利用者の背中を受ける背ボトムと、前記利用者の膝部分を受
ける膝ボトムと、前記背ボトムと前記膝ボトムとが起倒自在に配される可動フレームと、
前記背ボトム及び前記膝ボトムを個別に起倒させる背ボトム用アクチュエータ及び膝ボト
ム用アクチュエータと、前記可動フレームを水平状態から傾かせて、前記可動フレームの
背ボトム側と前記可動フレームの膝ボトム側とに高低差を生じさせる背側昇降用アクチュ
エータ及び膝側昇降用アクチュエータと、前記背ボトム用アクチュエータ、前記膝ボトム
用アクチュエータ、前記背側昇降用アクチュエータ及び前記膝側昇降用アクチュエータを
制御する制御回路と、前記制御回路に指示を行う操作機とを備え、前記制御回路は、前記
背ボトム用アクチュエータを駆動して前記背ボトムを起こして背上げを行うにあたり、前
記膝ボトムを起こす連動動作を行うように前記膝ボトム用アクチュエータを作動させ、前
記可動フレームの背ボトム側が前記可動フレームの膝ボトム側よりも高くなる傾きを前記
可動フレームが持つように前記背側昇降用アクチュエータ及び前記膝側昇降用アクチュエ
ータの少なくとも一方を作動させることで、前記可動フレームの傾きを変える連動動作を
行い、この状態で、起こされた前記膝ボトムによって背上げに伴う身体の下方側へのずれ
が防止され、その後、前記背ボトム用アクチュエータを駆動して前記背ボトムを更に起こ
して背上げを行う際には、身体に圧迫感を与えてしまうことがないよう、前記膝ボトムを
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倒す連動動作を行うように前記膝ボトム用アクチュエータを作動させる制御を行うもので
あり、前記操作機は、前記背上げを行うにあたり、前記背ボトムを起こす動作と、前記膝
ボトムを起倒させる動作及び前記可動フレームの傾きを変える動作と、の前記連動動作を
キャンセルする指示を入力できるように構成されていることに特徴を有している。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明によれば、背上げや背下げ等の背ボトムを起倒する際に生じる利用者の身体のず
れを、背ボトム側と膝ボトム側との間に高低差が生じる傾きを持たせることで防止するこ
とができるものであり、このような傾きは利用者に新たな圧迫感を与えるようなこともな
く、適切な背上げや背下げ動作を行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施の形態の一例における動作説明図である。
【図２】(a)(b)は同上の概略構成を示すブロック図である。
【図３】同上の他の動作を示す動作説明図である。
【図４】従来例の動作説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本発明を図示の実施の形態の一例に基づいて詳述すると、図２において、１はベースフ
レームであり、このベースフレーム１には２つの屈曲リンク１１，１２を介して可動フレ
ーム２が取り付けられている。各屈曲リンク１１，１２は、その節点部にモータ駆動の回
転型アクチュエータ４を備えており、これらアクチュエータ４，４の駆動により、ベース
フレーム１に対して可動フレーム２を昇降させることができる。また、アクチュエータ４
，４の個別駆動により、可動フレーム２を傾斜させることができる。
【００１１】
　上記ベースフレーム１上に位置する可動フレーム２上には、背ボトム３１と腰ボトム３
２と膝ボトム３３そして足ボトム３４が順に配されている。背ボトム３１はその膝ボトム
３３側の端部が可動フレーム２に回動自在に連結されているとともに、可動フレーム２と
の間にモータ駆動の伸縮型アクチュエータ５が配されたもので、アクチュエータ５を伸張
させることにより、背ボトム３１は上記回動連結点を中心に起きあがる。
【００１２】
　腰ボトム３２は可動フレーム２に固定されているのに対して、膝ボトム３３はその背ボ
トム３１側の一端が可動フレーム２に回動自在に連結されているとともに、可動フレーム
２との間にモータ駆動の伸縮型アクチュエータ６が配されている。そして足ボトム３４は
その膝ボトム３３側の一端が膝ボトム３３の足ボトム３４側の端部に回動自在に連結され
ている。アクチュエータ６を伸張させれば、膝ボトム３３が足ボトム３４を引き寄せつつ
起きあがる。
【００１３】
　マットレス（図示せず）を介して使用者の身体を受けることになる上記背ボトム３１と
腰ボトム３２と膝ボトム３３と足ボトム３４のうち、背ボトム３１を起こせば、使用者の
背上げを行うことができ、膝ボトム３３を起こせば使用者の膝上げを行うことができ、さ
らにアクチュエータ４，４を回動させれば、可動フレーム２及び各ボトム３１～３４を昇
降させることができる。また、アクチュエータ４，４の動作を個別に制御することで、可
動フレーム２に利用者の頭側を高くする、あるいは足側を高くする傾きを持たせることが
できる。
【００１４】
　上記の各アクチュエータ４，４，５，６は、制御回路７の制御下にあり、使用者が操作
する操作機８からの入力に応じて制御回路７が各アクチュエータ４，４，５，６を作動さ
せることで、上記背上げや膝上げ、昇降、傾斜を行う。
【００１５】
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　ここにおいて、上記制御回路７は、利用者あるいは介護者が操作機８の操作で背上げの
指示を行った時、背ボトム３１用のアクチュエータ５の駆動だけでなく、膝ボトム３３用
のアクチュエータ６の駆動及び可動フレーム２用のアクチュエータ４，４の駆動も行う。
【００１６】
　すなわち、上記制御回路７は、背上げの指示があった時、図１に示すように、まず、膝
ボトム３３を少し起こすとともに、背ボトム３１側にある屈曲リンク１１のアクチュエー
タ４を駆動して可動フレーム２の背ボトム３１側を少し高くする。膝ボトム３３を起こす
ことによって生じる身体のずれを可動フレーム２ごと傾けることで解消する。なお、可動
フレーム２を傾斜させることは、可動フレーム２の膝ボトム３３及び足ボトム３４側を下
げることで行ってもよいのはもちろんである。
【００１７】
　次いで、上記制御回路７は、背ボトム３１を起こすと同時に膝ボトム３３を更に起こす
ことで、背ボトム３１を起こす際の身体の下方側へのずれを防止する。そして、背ボトム
３１を起こす動作が完了すれば、制御回路７は膝ボトム３３を元に戻すとともに、可動フ
レーム２も水平状態に戻す。
【００１８】
　背上げ状態にある時に、操作機８から背ボトム３１を水平状態に戻す指示があれば、制
御回路７は、図３に示すように、まず、膝ボトム３３を少し上げつつ、可動フレーム２の
背ボトム３１側を下げる動作（あるいは膝ボトム３３及び足ボトム３４側を上げる動作）
を行わせる。その後、背ボトム３１を倒していき、膝ボトム３３も元に戻す動作を行い、
最終的には可動フレーム２も水平状態に戻す。
【００１９】
　背ボトム３１を起こしたり膝ボトム３３を起こしたりする際の身体のずれを、制御回路
７がこれら背ボトム３１や膝ボトム３３を載せた可動フレーム２を傾けることで防ぐもの
であり、背ボトム３１と膝ボトム３３とを協調動作させるだけでは防ぐことができなかっ
た身体のずれを、適切に防ぐことができる。
【００２０】
　ギャッチベッド上に利用者がいない状態で背ボトム３１を起倒させる時には、膝ボトム
３３や可動フレーム２が連動して動く必要はない。利用者自身が連動動作を不要と感ずる
こともある。このために、上記背ボトム３１を起こす背上げやその復帰の際の膝ボトム３
３及び可動フレーム２の連動動作、あるいは膝上げの時の可動フレーム２の連動動作は、
操作機８の操作でキャンセルできるようにしておくことが望ましい。
【００２１】
　また、背上げや膝上げを行うにあたって制御回路７が可動フレーム２を傾かせる角度（
背ボトム３１側と膝ボトム３３側との高低差）は、操作機８による設定で可変としておく
ことが望ましい。
【００２２】
　また、可動フレーム２が傾いた状態にある時に、操作機８から背ボトム３１を起倒させ
ることになる動作の指示があったり、膝ボトム３３を起倒させることになる動作の指示が
あったり、あるいは可動フレーム２を昇降させる動作の指示があった時には、制御回路７
は、可動フレーム２を水平状態に戻した後に、指示された動作を実行するものとしている
。
【００２３】
　なお、ここでは背ボトム３１側を膝ボトム３３側よりも高くあるいは低くする傾きを持
たせることを、可動フレーム２を設けることで実現した例を示したが、可動フレーム２の
存在は必須ではない。背ボトム３１や膝ボトム３３（及び足ボトム３４）を駆動する機構
として、その高さ位置を変更したり、回動支点側よりも他端側を低くすることができる角
度調節範囲を有するものを用いる場合、ベースフレーム１上に上記機構を介して各ボトム
３１～３４を配置することで、図１及び図３に示した動きを得ることができる。
【符号の説明】
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【００２４】
　１　ベースフレーム
　２　可動フレーム
　４　アクチュエータ
　５　アクチュエータ
　６　アクチュエータ
　３１　背ボトム
　３２　腰ボトム
　３３　膝ボトム
　３４　足ボトム

【図１】 【図２】
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